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事業譲受及び新会社設立に関するお知らせ 
 

当社は、2023年４月27日開催の取締役会において、以下のとおり、株式会社トガシ技研(以下「トガシ

技研」といいます。)より同社の主力事業である設備・機械加工事業を譲受けること、およびその受け皿

となる当社の100.0%出資子会社を設立することについて決議いたしましたので、お知らせいたします。 

なお、本件は適時開示基準に該当しませんが、有用な情報と判断し任意開示を行うものであります。 

 

１．事業譲受の理由 

当社グループは、「ナ・デックスグループ中期経営計画(2021～2023)」において、『「トータルソリュー

ションプロバイダー」への変革』を掲げ、FAシステム・生産設備のメーカー機能とSI(システムインテグ

レーション)機能を掛け合わせることにより、構想提案から生産ライン納入まで総合的な課題解決・高付

加価値なソリューションを提供しております。 

トガシ技研は、1999年２月に設立され、主に溶接治具や自動化設備等の産業用機械の設計から加工、組

付け、電気制御、プログラミングまで一貫して手掛けており、自動車関連企業などから評価を得ておりま

す。 

今般、当社グループは、「トータルソリューションプロバイダー」としての更なる発展に向けて、メー

カー機能およびSI機能を併せ持つ同社の設備・機械加工事業を譲受けることとし、その受け皿となる当

社100.0%出資の新会社を設立することといたしました。譲受ける資産は、土地、建物および機械装置等の

有形固定資産、ソフトウェア等の無形固定資産、棚卸資産であり、負債の譲受はありません。 

今後、当社グループは、同社主力事業の譲受による販路拡大・技術力強化を図るとともに、中長期的に

は、新会社を含むグループ各社との更なる連携およびノウハウの相互活用を通じた多面的なソリューシ

ョンの展開を目指してまいります。 

なお、2023年２月28日、トガシ技研は東京地方裁判所に民事再生法の適用を申請し、同年３月３日に

民事再生手続き開始の決定を受けております。 

 

２．事業譲受の概要 

(1) 譲受事業の内容 設備・機械加工事業 

(2) 当該事業の資産・負債の項 

目および金額 

土地、建物および機械装置等の有形固定資産、ソフトウェア等の無

形固定資産、棚卸資産 

(現金及び預金、金銭債権および金銭債務は、事業譲受の範囲に含

まれておりません) 

(3) 取得価額および決済方法 先方の意向を踏まえ守秘義務契約を締結しておりますので、開示を

控えさせて頂きます。 

 

 

 



３．相手先の概要 

(1) 名 称 株式会社トガシ技研 

(2) 所 在 地 山形県鶴岡市丸岡字町の内309の１ 

(3) 代 表 者 の 役 職 ・ 氏 名 代表取締役社長  長谷川 靖 和 

(4) 事 業 内 容 溶接治具や自動化設備等の産業用機械の製造・販売 

(5) 資 本 金 10百万円 

(6) 設 立 年 月 1999年２月 

(7) 大株主および持株比率 冨 樫   勉  100.0% 

(8) 当社と当該会社の関係 

資   本   関   係 該当事項はありません。 

人   的   関   係 該当事項はありません。 

取   引   関   係 当社と当該会社との間には、営業上の取引関係があります。 

 

４．新会社の概要 

(1) 名 称 未定 

(2) 所 在 地 山形県鶴岡市丸岡字町の内309の１ 

(3) 代 表 者 の 役 職 ・ 氏 名 未定 

(4) 事 業 内 容 溶接治具や自動化設備等の産業用機械の製造・販売 

(5) 資 本 金 10百万円 

(6) 設 立 年 月 2023年５月(予定) 

(7) 大株主および持株比率 当社100.0% 

(8) 当社と当該会社の関係 

資   本   関   係 当社の100.0%子会社となる予定であります。 

人   的   関   係 当社より役員を複数名派遣する予定であります。 

取   引   関   係 現時点における該当事項はありません。 

 

５．日程 

(1) 取 締 役 会 決 議 日 2023年４月27日 

(2) 最 終 契 約 締 結 日 2023年４月27日 

(3) 事 業 開 始 日 2023年６月１日(予定) 

 

６．今後の見通し 

本件による2023年４月期の連結業績に与える影響は軽微であります。今後開示すべき事項が生じた

場合には、速やかに開示いたします。 

 

以 上 


